11月8日（月曜）　　　 第4回　9（９），10章（７）
今回は、婚姻に関する準拠法と代理・パートナシップ・会社（法人）の準拠法を扱います。

　　　　　　第9章１－２小林　３－５田村　６－７高島　８－９板持
　　　　　　第10章１－２長瀬　３－４鹿山　５－６渡辺
第9章　婚姻に関する準拠法
１　Legal terms
   lex loci celebrationis
   natural law, positive law
   incest, poligamy
   marriage by proxy, marriage by correspondence
   high seas, law of the flag
　 same-sex marriage
   Defense of Marriage Act of 1996　
　 common law marriage
   loss of consortium
２  Cases
   In re May's Estate, 114 N.E. 2d 4 (N.Y. 1953)
３　第9章の要点
◎伝統的ルールでは、婚姻に関する準拠法は、婚姻挙行地法である。しかも、その地で有効な婚姻はどこでも有効と定めて、統一を志向した。ただし、それを徹底できず、いくつかの例外ルールを必要とした。さらに、婚姻挙行地法のルールが不合理で婚姻を否定する場合、どこでも無効になるという結果も逆にもたらした。
１）伝統的ルールでは婚姻挙行地法が準拠法となり、その地で有効な婚姻はどこでも有効となる。ただし、例外として、いくつかの例外ルールが定められていたほか、強い公序に反するものは承認せず、また、婚姻は有効だがその効果を制限するという手法で，具体的な場合に対処してきた。
２）第1次リステイトメントに特定された例外として、一方が欠席で委任状による婚姻（marriage by proxy）、手紙等による婚姻（marriage by correspondence）、公海上の船中での婚姻がある。
３）婚姻挙行地で有効な婚姻について、すべての州や国で有効という原則について、婚姻当事者が挙行地の以外の地がドミサイルで、その地の法で禁止された婚姻である場合だけは有効とならないというものがあった。
４）ある地でなされた有効な重婚や異人種間の婚姻を有効としないために、婚姻は有効だが、公序に反するとしてその効果を認めない手法がとられた。
５）実定法（positive law, ここでは特に制定法）による禁止がなされていても、原則有効というルールは健在であり、ただし、婚姻当事者が当該実定法の地をドミサイルとする場合だけ、実定法の禁止が効力を持つとされた。かつては、再婚についての待婚期間の定め（離婚を認める判決中と制定法による場合があった）があり、これについても第1次リステイトメントは、他州での再婚を否定するのは例外的とした。
６）これに対し自然法(natural law)による婚姻への制約は、それが強い公序となっている場合は、ある州で有効な婚姻も，当該州では無効としてよいという例外が認められた。これは特に、近親婚で問題となった。
７）現代においては、同性婚が大きな問題となっている。裁判を要する離婚と異なり，婚姻は単なる地位なので、合衆国憲法の信頼と信用条項の適用がなく、公序を理由として有効性を否定することができると考えられている。さらに、裁判で同性婚を勝ち得た場合については、Defense of Marriage Act of 1996が当該裁判を無視してよいと定めているので、この連邦法が違憲とされない限り、他の州では有効性を否定することができる。（カリフォルニア州の連邦地裁で違憲判決が出されており、近い将来、連邦最高裁に上告される可能性がある）。
８）第2次リステイトメントでは、婚姻の有効性判断の準拠法を最密接関係地の法と改めたうえで、婚姻の有効性をできるだけ認めようとする方向性（ドミサイルがある地の法での有効性も問題としない）と、逆に他方で同性婚についてだけは、当事者のドミサイルと無関係に（それがどこであろうと）有効性を否定しようとする傾向が見られる。
４　練習問題
  第9章１－２小林　３－５田村　６－７高島　８－９板持
①10代のカップルが他州で「婚姻」。挙式もなしのcommon law marriage。
　　第1次リステイトメントの原則ではどこでも有効。
②Quakers （司祭をもたない宗派の婚姻）。他宗の宗派の集会で「婚姻」。しかし、同州法は、当事者のドミサイルの地の法で無効なら無効と明記。
　無効となる。Uniform Marriage Evasion Act 。　
　ただし、本件ではそうだが、一般的には、クエーカーの婚姻は有効とされている（婚姻挙行地法で有効なら、またそれを認める特別法を制定した州もある）。
③15歳の少女を連れて他州で婚姻。誘拐と制定法上の強姦罪で逮捕。後者は夫婦であれば例外であり、第1次リステイトメントの下では、強姦罪は成立せず（強い公序に反するとまでいえない）。ただし，誘拐は成立する。
  以下は,　Wikipedia のPride and Prejudice（高慢と偏見）から

Lydia Bennet is the youngest Bennet sister, aged fifteen when the novel begins. She is repeatedly described as frivolous and headstrong. Her main activity in life is socialising, especially flirting with the military officers stationed in the nearby town of Meryton. She dominates her older sister Kitty and is supported in the family by her mother. After she elopes with Wickham and he is paid to marry her, she shows no remorse for the embarrassment that her actions caused for her family, but acts as if she has made a wonderful match of which her sisters should be jealous.
④蝶々夫人の悲劇。日本で有効な婚姻。アメリカ人Johnはアメリカで婚姻。死亡して，未亡人は配偶者として扱われるか。
　第1次リステイトメントでは不可。
⑤HubertがA,B二人の女性と「婚姻」。その地では有効。アメリカのロー･スクールに留学し、家族用住居への希望と、医療保険での家族扱いを2人について求める。
　第1次リステイトメントでは有効となる。3人ともドミサイルはかつての地であり、例外も及ばない。しかし、効果を否定するという手法がある。
⑥不正の地から逃れてアメリカへ。そこで異人種間の「婚姻」。かつての地ではそれは禁止されている。
　第1次リステイトメントでは、ドミサイルがあればその地の禁止が有効となる。婚姻は無効。ドミサイルを変更すればよいが。
⑦1912年、従兄弟との婚姻（ニュー･ヨーク州では禁止、ロード･アイランドで挙式）。32年後に妻死亡。莫大な遺産があり、娘3人が、父には配偶者たる資格なしとして提訴。
　父の勝訴。ニュー･ヨーク州法は州外の婚姻にまで及ばないと解釈。第1次リステイトメントでも同じで、強い公序違反とまでいえないので婚姻挙行地法で有効な婚姻はどこでも有効。
⑧WとPがマサチューセッツで同性婚。その後、Pが交通事故に遭う。重傷。加害者はWD州の男でWD州に逃げ帰る。Pの損害は加害者の保険でカバー。Wはloss of consortium(配偶者への慰謝料などの損害賠償)を求める。
　不法行為地法が適用されて勝訴できるはずだが、承認執行は難関。
⑨Pが無遺言で死亡。不動産がT州に。T州は同性愛は犯罪。
　　第1次リステイトメントの下では、本来、どこでも有効だが、Tは、効果を否定する可能性あり。ただし、それだと別の同性愛者の甥に不動産が行く。
第10章　代理・パートナシップ・法人に関する準拠法
　　第10章１－２長瀬　３－４鹿山　５－６渡辺
１　legal terms
　agency, principal, agent
  partnership
  corporation, incorporation
  apparent authority
  vicariously liable
  jointly and severally liable
２　第10章の要点
◎代理とパートナシップの準拠法は、原則として，その合意が形成された地の法。しかし、第三者との関係が問題となる契約や不法行為の場面では、それぞれの関係によってすることが認められている行為の地の法が準拠法となる。
　法人の場合は、法人設立地法が準拠法となるのが原則。ただし、対外関係については取締役等がすることの認められている行為の地の法となる。
１）代理やパートナシップについて、代理人やパートナーの権利義務については、代理関係形成の合意がなされた地の法が準拠法となる。表見代理の成否は、第三者がそのような信頼をした地の法が準拠法となる。実際に代理人やパートナーの行為がその意図した効果を他に及ぼすか否かは、その行為がなされるとされた地の法が準拠法である。その行為が不法行為で本人に代位責任が及ぶか否かも，その行為地法となる。
２）法人はまさに法が作り上げた人格で、自然人と同様の能力を有する。原則は、法人設立地法が適用になるが、対外関係についての効果や責任問題は、取締役等が行為を行うとされた地の法が適用になる。取締役や株主の責任が問題となる場合の準拠法は、当該行為の地の法が原則だが、そのための要件がある。
３）原則は法人設立地法という第1次リステイトメントの原則は、現在でも基本的に維持されている。
３　練習問題
　　第10章１－２長瀬　３－４鹿山　５－６渡辺
①本の販売店主。代理人に外国に行ってもらい、グリシャムの本を大量買い付けするよう依頼。あくまでも秘密裏にというも、代理人はそれをしゃべってしまい、本の高騰を招き、費用が10万ドル余計にかかる。販売店主が委任した国では、それはすべて信認義務違反の損害賠償の対象。しかし、その外国では、そこまでの利益は賠償範囲外。
　代理人の義務については、代理関係の合意の地の法が準拠法となるので、すべて賠償対象となる。（この結果は，契約と同じ。契約締結地の原則→？？契約では履行と損害賠償は履行地ではなかったか？？）
②同じ事実の下で、代理人が先の秘密を方々にばらした男を殴った。その責任が本人に及ぶか。外国では及び、本人の国では（代理関係の形成された国では）、故意による不法行為については代位責任なし。
　準拠法は不法行為が行われた地になるので、この場合、代位責任あり。
③パートナシップ。隣の州に不動産を買って、売却してもうけようとする企て。Aは家を買う資金を、Bは備品代と人的資源を。40万ドルで売れたが利益配分は？
　2人の州では、何でも平等が原則。不動産のある州では、まず拠出費用分をそれぞれ回収し，残りは等分に。
　パートナシップの合意形成地の法が準拠法。問題はそれがどこか？
④同じくBは当該家屋の屋根の備品を購入。相手方業者がAに請求。不動産所在地の法では連帯責任。しかし2人の州では、Bだけが責任を負う。
　パートナシップのためにすることが認められている行為の地の法が準拠法で、それは当該外国になる。この場合、Aは責任を免れない。
⑤H信託会社はH州で設立され、P州の土地を購入して資産活用。H州ではもちろん許されているが、P州では、信託会社には不動産所有が認められず、不動産売却を強制する訴訟が提起された。
　本件は一種の対外関係で、準拠法はP州法となる。したがって、不動産所有はできない。
⑥M会社はS州で設立されたが、本店所在地はD州。M会社の社長Pは会社資金を横領。取締役のDanは告発状を受け取り、法律顧問のLawrenceに送るが、彼はPの友人で握りつぶした。
　D州では、Danは信認義務違反となるが、S州ではこの程度の対応では違反とならない。
　内部事項についての法理によれば設立地法。したがって責任なし。
